
日華化学株式会社
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第108期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結株主資本等変動計算書
連　結　注　記　表
株主資本等変動計算書
個　別　注　記　表

（2021年１月１日から2021年12月31日まで）



（2021年 1 月 1 日から
2021年12月31日まで）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 2,898 2,928 16,909 △1,465 21,271
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △220 △220
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,595 2,595

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 0 21 21
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － 0 2,375 20 2,396
当 期 末 残 高 2,898 2,928 19,284 △1,444 23,667

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 365 △308 △309 △251 2,146 23,166
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △220
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,595

自 己 株 式 の 取 得 △0
自 己 株 式 の 処 分 21
株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 266 1,310 57 1,635 126 1,761

当 期 変 動 額 合 計 266 1,310 57 1,635 126 4,157
当 期 末 残 高 632 1,002 △251 1,383 2,272 27,323

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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時価法

連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
・連結子会社の数21社
・主要な連結子会社の名称
　　主要な連結子会社の名称は、事業報告内容の「１.企業集団の現況に関する事項（６）②重要な子会

社の状況」に記載のとおりであります。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社等の状況

・持分法適用の非連結子会社又は関連会社の数…１社
・会社等の名称 ソルベイ日華株式会社

②　持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況
・会社等の名称 株式会社ニッコー化学研究所

③　持分法を適用していない理由
　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除い
ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲か
ら除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちNICCA INDIA PRIVATE LIMITEDの決算日は３月31日ですが、連結決算日での仮決

算を行った計算書類を使用して、連結決算を行っております。なお、その他の連結子会社の決算日は、連結
決算日と一致しております。

２．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
②　デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法

③　たな卸資産

－ 2 －



商品及び製品、仕掛品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

原材料 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基
づく簿価切下げの方法により算定）

建物（建物附属設備を除く） 耐用年数　７～50年

貯蔵品 主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社の建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外は定率法を採用しておりま
す。ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお
ります。在外連結子会社は主として定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物以外 耐用年数　２～50年
②　無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、それ以外の
無形固定資産については、定額法により償却しております。
　また、のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

③　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、当社及び一部の連結子会社は、支給見
込額基準により計上しております。

③　役員賞与引当金 役員賞与の支払に備えるため、当社は、支給見込額基準により計上して
おります。

④　株式報酬引当金 取締役及び執行役員を対象とした業績連動型株式報酬制度による当社株
式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、役員等に割り当てられ
たポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

⑷　その他連結計算書類作成のための重要な事項
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退職給付見込額の
期間帰属方法

当社及び一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、退職給付
見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について、給付
算定式基準によっております。

数理計算上の差異の
費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定率法により按分した額を
発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部に
おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上して
おります。

小規模企業等における
簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い
た簡便法を適用しております。

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップの特例処理の条
件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・借入金利息

ヘッジ方針 金利変動リスクの低減のため、変動金利のみを対象にヘッジを行ってお
ります。

ヘッジの有効性評価の方法 個別取引ごとに、有効性を評価することとしております。なお、金利ス
ワップの特例処理が適用される取引については、有効性の評価を省略し
ております。

①（退職給付に係る会計処理の方法）

②（消費税等の会計処理）
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

③（重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準）
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支
配株主持分に含めて計上しております。

④（重要なヘッジ会計の方法）
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３．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年
度から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、連結計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当

連結会計年度の連結計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の連結計算書類に重
要な影響を及ぼすリスクがある項目は以下のとおりです。
⑴　固定資産の減損

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
・有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　23,277百万円
　うち、当社の化学品事業における有形固定資産　　　　　  8,110百万円
・無形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 298百万円
　うち、当社の化学品事業における無形固定資産　　　　　　 118百万円

②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループは固定資産の減損会計の適用に際し、当社は化学品事業及び化粧品事業を資産グループと

し、連結子会社は事業会社毎を１つの資産グループとして、減損の兆候の有無を確認しております。減損
の兆候がみられる場合には、各資産グループの単位で割引前将来キャッシュ・フローを見積り、それをも
とに減損損失の認識を行うかどうかを判定し、減損損失計上の検討を行います。

当社の化学品事業は、将来成長の経営基盤を固めるため2017年12月期から2019年12月期にかけて、
NICCAイノベーションセンターや鹿島工場への設備投資を実施しました。これにより研究開発費や減価
償却費の負担が増加し、継続的に営業損益がマイナスとなっていることから減損の兆候があると判断し、
減損損失の認識の要否の判定を行いました。判定の結果、当社の化学品事業の割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額が資産グループの固定資産の帳簿価額を超えると判断されたため、減損損失は計上しておりま
せん。

ここで、減損損失の認識の要否の判定を行った当社の化学品事業の割引前将来キャッシュ・フローは、
当社の事業計画を基礎として見積っており、ナフサ価格の動向、水系ポリウレタン樹脂及び抗菌抗ウイル
ス剤の販売見込み、並びに事業計画策定期間の最終年度以降の一定の売上高成長率といった、経営者によ
る重要な判断を伴う仮定が含まれております。したがって、市場環境等の変化により、これらの仮定に変
更が生じた場合には、固定資産の減損損失の認識が必要になる可能性があります。

なお、新型コロナウイルス感染症による重要な影響はないため、割引前将来キャッシュ・フローの見積
りには含めておりません。

⑵　繰延税金資産の回収可能性
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,160百万円
うち、当社における繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　1,329百万円
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②会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
当社グループは、将来減算一時差異と税務上の繰越欠損金に対して、将来の課税所得が見込まれる範囲

で繰延税金資産を計上しています。
当社の将来の課税所得の見積りは、事業計画を基礎として行っており、経営者による重要な判断を伴う

ものであり、市場環境等の変化により、繰延税金資産の金額が変動し、翌連結会計年度の連結財務諸表に
重要な影響を与える可能性があります。

なお、新型コロナウイルス感染症による重要な影響はないため、将来の課税所得の見積りには含めてお
りません。

５．追加情報
（取締役及び執行役員に対する株式交付信託）

当社は、当社の取締役（社外取締役を含みます。）及び執行役員（以下、「取締役等」といいます。）を
対象に、取締役等の報酬と当社の中長期的な業績及び株式価値との連動性をより明確にし、取締役等が株価
上昇によるメリットのみならず、株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有することにより、当社の持
続的な成長と企業価値向上に貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度（以下、
「本制度」といいます。）を導入しております。
１．取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、当社の取締役等に対し
て、当社取締役会が定める「役員株式給付規程」に従って、役位、業績達成度等に応じて当社株式及び当
社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）が信託を通じて給付され
る業績連動型の株式報酬制度であります。なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則とし
て取締役等の退任時といたします。

２．信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付帯する費用の金額を除く。）により、純資産の

部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数
は、193百万円及び223千株であります。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 33,027百万円

受取手形割引高 6百万円

受取手形 73百万円
支払手形 120百万円

６．連結貸借対照表に関する注記

⑵　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

⑶　期末日満期手形
　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、
当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残
高に含まれております。

⑷　財務制限条項
当連結会計年度末の借入金のうち、短期借入金1,600百万円及び長期借入金400百万円には、以下の内容

の財務制限条項が付されております。
① 2016年６月第２四半期以降、各年度の決算期の末日及び第２四半期の末日における連結の貸借対照表上

の純資産の部の金額を直前の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に
維持すること。

② 2016年12月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における
連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。
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57百万円

当 連 結 会 計 年 度
期首株式数（千株） 増加株式数（千株） 減少株式数（千株） 当連結会計年度末

株 式 数 （ 千 株 ）
発行済株式

普通株式 17,710 － － 17,710

合計 17,710 － － 17,710

自己株式

普通株式 1,972 － 23 1,948

合計 1,972 － 23 1,948

７．連結損益計算書に関する注記
　たな卸資産の帳簿価額の切下げに関する注記

期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ
ております。なお、以下の金額は戻入額と相殺した後のものであります。

８．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 当連結会計年度末の自己株式数には、役員向け株式交付信託所有の当社株式数223千株が含まれて
おります。

２. 普通株式の自己株式の株式数の減少23千株は、役員向け株式交付信託が保有する当社株式の交付に
よる減少であります。
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決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2021年３月26日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 95 6 2020年12月31日 2021年３月29日

2021年７月29日
取 締 役 会 普 通 株 式 127 8 2021年６月30日 2021年９月８日

決 議 予 定 株 式 の
種 類

配当金の総額
（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2022年３月25日
定 時 株 主 総 会

普 通
株 式 223 利益剰余金 14 2021年12月31日 2022年３月28日

⑵　配当に関する事項
①　配当金支払額

（注）１. 2021年３月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が所有する当
社株式247千株に対する配当金１百万円が含まれております。

２. 2021年７月29日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が所有する当社株
式232千株に対する配当金１百万円が含まれております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2022年３月25日開催予定の第108期定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

（注）2022年３月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、この配当金の基準日である2021年12月
31日現在で役員向け株式交付信託が所有する当社株式223千株に対する配当金３百万円が含まれており
ます。

９．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資等の事業計画に照らして、必要な資金を主に銀行等金融機関からの借り入
れにより調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転
資金を銀行借り入れにより調達しております。なお、デリバティブ取引については、当社の内部規程で
ある「デリバティブ取引管理規程」に基づき、投機目的での取引は一切行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに

事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりま
す。

投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リ
スクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど５ヶ月以内の支払期日であります。また、その一部
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には、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されていますが、恒常的に同
じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。

借入金は、主に設備投資に必要な資金及び運転資金として調達しており、長期借入金の償還日は当連
結決算日後、最長で８年以内であります。また、長期借入金については、固定金利での調達のほか、一
部については金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っており、支払利息の固定化を実施し
ております。

なお、借入金のうちシンジケートローン契約については一定の財務制限条項が付されております。こ
れに抵触した場合、該当する借入金の一括返済及び契約解除のおそれがあり、当社の資金調達に影響を
及ぼす可能性があります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
ⅰ）　信用リスク（取引先の契約不履行に関するリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、各事業部門における担当者が主要な取引先の状況を定期的にモ
ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、信用調査等の情報を収集することで
財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、販売先信用保証を行う
ことでリスクを軽減しております。

ⅱ）　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは外貨建ての営業債権について、為替変動についての継続的なモニタリングを行うこと

で為替変動リスクを管理しております。
また、当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、長期借入金について

は、固定金利での調達のほか、一部については金利変動リスクを回避する目的で金利スワップを利用し
ております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、市況や取引
先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引については、基本方針及び運用方法等を定めた「デリバティブ取引管理規程」及び
「ヘッジ取引管理要綱」に従い、管理しております。

ⅲ）　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が資金繰り計画を作成・更新するとともに、手
許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 現 金 及 び 預 金 7,659 7,659 －

⑵ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 9,618 9,618 －

⑶ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 1,402 1,402 －

⑷ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 6,619 6,619 －

⑸ 短 期 借 入 金 5,662 5,669 6

⑹ 長 期 借 入 金 6,038 5,980 △57

⑺ デ リ バ テ ィ ブ 取 引 － － －

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。

（単位：百万円）

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、及び⑵　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっておりま
す。

⑶　投資有価証券
　これらの時価について、債券は取引金融機関から呈示された価格、株式は取引所の価格によっておりま
す。

⑷　支払手形及び買掛金、及び⑸　短期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を除く）
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっておりま
す。

⑹　長期借入金
　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法によっております。

⑺　デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、金利関連として、金利スワップ取引があります。特例処理によっているため、ヘッ
ジ対象とされている借入金と一体として処理されており、その時価は、当該借入金の時価に含めて記載して
おります。
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区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 303

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 7,659 － － －

受取手形及び売掛金 9,618 － － －

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

長期借入金 2,168 868 1,518 1,168 1,168 1,316

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから「⑶　投資
有価証券」には含めておりません。

（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）
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１株当たり純資産額 1,589円37銭
１株当たり当期純利益 164円82銭

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 2,595

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 2,595

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,749

１０．賃貸等不動産に関する注記
　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

１１．１株当たり情報に関する注記

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）役員向け株式交付信託が保有する当社株式223千株を「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式
総数から控除する自己株式に含めております。
また、「１株当たり当期純利益」の算定上、当該株式234千株は、期中平均株式数の計算において控除す
る自己株式に含めております。

１２．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

◎当連結計算書類に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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（2021年 1 月 1 日から
2021年12月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本

剰余金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計自己株式

処分差益
固定資産

圧縮積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,898 3,039 40 3,079 727 1 7,571 8,299
当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － △1 1 －

剰 余 金 の 配 当 － △220 △220
当 期 純 利 益 － 1,283 1,283
自 己 株 式 の 取 得 － －
自 己 株 式 の 処 分 0 0 －
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 0 0 － △1 1,064 1,063
当 期 末 残 高 2,898 3,039 40 3,079 727 － 8,635 9,362

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等
合 計

当 期 首 残 高 △1,465 12,812 365 365 13,178
当 期 変 動 額

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩 － － －

剰 余 金 の 配 当 △220 － △220
当 期 純 利 益 1,283 － 1,283
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 － △0
自 己 株 式 の 処 分 21 21 － 21
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 266 266 266

当 期 変 動 額 合 計 20 1,084 266 266 1,350
当 期 末 残 高 △1,444 13,897 632 632 14,529

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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建物（建物附属設備を除く） 耐用年数　７～50年

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
②　デリバティブ取引等の評価基準及び評価方法

　時価法
③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）

原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

　建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外は定率法を採用しております。ただし、2016年４月
１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物以外 耐用年数　２～50年
②　無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、それ以外の
無形固定資産については、定額法により償却しております。

③　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額基準により計上しておりま
す。

③　役員賞与引当金 役員賞与の支払に備えるため、支給見込額基準により計上しておりま
す。

④　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の
見込額に基づき、計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期
間に帰属させる方法について、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定率法により、それぞれ発生の翌事業
年度から費用処理しております。

⑤　株式報酬引当金 取締役及び執行役員を対象とした業績連動型株式報酬制度による当社株
式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、役員等に割り当てられ
たポイントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

⑥　関係会社事業損失引当金 関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社の資産内容等を勘案して
当該関係会社の債務超過額のうち、当社負担見込額を計上しておりま
す。
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ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップの特例処理の条
件を充たしている場合には特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段・・・金利スワップ
ヘッジ対象・・・借入金利息

ヘッジ方針 金利変動リスクの低減のため、変動金利のみを対象にヘッジを行ってお
ります。

ヘッジの有効性評価の方法 個別取引ごとに、有効性を評価することとしております。なお、金利ス
ワップの特例処理が適用される取引については、有効性の評価を省略し
ております。

⑷　その他計算書類作成のための重要な事項
①（退職給付に係る会計処理）

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理
の方法と異なっております。

②（消費税等の会計処理）
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

③（外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算基準）
　外貨建金銭債権債務は、期末時の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

④（重要なヘッジ会計の方法）

２．表示方法の変更に関する注記
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度か
ら適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りは、計算書類作成時に入手可能な情報に基づいて合理的な金額を算出しております。当事業

年度の計算書類に計上した金額が会計上の見積りによるもののうち、翌年度の計算書類に重要な影響を及ぼす
リスクがある項目は以下のとおりです。
⑴　固定資産の減損

①当事業年度の計算書類に計上した金額
有形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,523百万円
うち、当社の化学品事業における有形固定資産　　　  8,110百万円
無形固定資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 214百万円
うち、当社の化学品事業における無形固定資産　　　　 118百万円

②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）　⑴　固定資産の減損」に記載した内容と

同一であります。
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⑵　繰延税金資産の回収可能性
①当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,329百万円
②会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）　⑵　繰延税金資産の回収可能性」に記載
した内容と同一であります。

４．追加情報
（取締役及び執行役員に対する株式交付信託）

当社は、当社の取締役（社外取締役を含みます。）及び執行役員を対象に、信託を用いた業績連動型株式
報酬制度を導入しております。詳細は「連結注記表５．追加情報（取締役及び執行役員に対する株式交付信
託）」に記載のとおりです。
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短期金銭債権 2,924百万円
短期金銭債務 1,587百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 17,530百万円

受取手形 72百万円

営業取引による取引高
売上高 6,294百万円
仕入高 3,062百万円
その他の営業費用 220百万円

営業取引以外の取引による取引高
受取配当金 868百万円

48百万円

５．貸借対照表に関する注記
⑴　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

⑶　期末日満期手形
　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事業年度
末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

⑷　財務制限条項
当事業年度末の借入金のうち、短期借入金1,600百万円及び長期借入金400百万円には、以下の内容の財

務制限条項が付されております。
① 2016年６月第２四半期以降、各年度の決算期の末日及び第２四半期の末日における連結の貸借対照表上

の純資産の部の金額を直前の決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75％以上に
維持すること。

② 2016年12月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における
連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

６．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

⑵　たな卸資産の帳簿価額の切下げに関する注記
期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ

ております。なお、以下の金額は戻入額と相殺した後のものであります。
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当事業年度
期首株式数（千株） 増加株式数（千株） 減少株式数（千株） 当事業年度末

株式数（千株）
普通株式 1,972 0 23 1,948

７．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 当事業年度末の自己株式数には、役員向け株式交付信託所有の当社株式数223千株が含まれており
ます。

２. 普通株式の自己株式の株式数の減少23千株は、役員向け株式交付信託が保有する当社株式の交付に
よる減少であります。
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繰延税金資産
退職給付引当金 811百万円
減損損失 212百万円
賞与引当金 202百万円
たな卸資産評価損 159百万円
繰越外国税額控除 113百万円
未払費用 79百万円
関係会社株式評価損 63百万円
関係会社出資金評価損 61百万円
株式報酬引当金 35百万円
未払事業税 30百万円
特許権 18百万円
その他 79百万円

繰延税金資産小計 1,866百万円
評価性引当額 △537百万円
繰延税金資産合計 1,329百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △276百万円

繰延税金負債合計 △276百万円
繰延税金資産の純額 1,052百万円

８．税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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法定実効税率 30.46％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 7.44
地方税均等割 1.32
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △15.92
評価性引当額の増減 0.95
外国税額等 △4.15
その他 △0.46
税効果会計適用後の法人税等の負担率 19.64

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因
となった主要な項目別の内訳
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種類 会 社 等 の
名 称

資 本 金 又
は 出 資 金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の所
有 ( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引 金 額
（百万円） 科 目 期 末 残 高

（百万円）

子会社

山 田 製 薬
株 式 会 社

60,000
千円

化 粧 品 製
造・販売

所有
直接 100.00％

当 社 製 品 等
の販売、及び
役 員 の 兼 任

資 金 の
貸 付

貸付
4,100

回収
4,750

関係会社
短期貸付金 －

大 智 化 学 産
業 株 式 会 社

99,000
千円 石油化学製品

製 造 ・ 販 売
所有
直接 100.00％

当 社 製 品 等
の販売、及び
役 員 の 兼 任

資 金 の
貸 付

貸付
9,300

回収
9,600

関係会社
短期貸付金 1,200

香 港 日 華
化 学 有 限
公 司

34,000
千香港ドル

界面活性剤
販売

所有
直接 100.00％

当 社 製 品 等
の販売、及び
役 員 の 兼 任

資 金 の
借入 655 関係会社

短期借入金 690

日 華 化 学
（中国）有
限 公 司

50,000
千人民元

界面活性剤
製造・販売

所有
直接　80.00％

当 社 製 品 等
の販売、及び
役 員 の 兼 任

製 品 等
の 売 上 1,088 売掛金 371

配 当 金
の 受 取 668 未収入金 －

S T C 
N I C C A 
Co.,Ltd.

80,000
千バーツ

界面活性剤
製造・販売

所有
直接　53.27％

当 社 製 品 等
の販売、及び
役 員 の 兼 任

資 金 の
借 入 － 関係会社

長期借入金 500

９．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
⑴　貸付金利及び借入金利については、市場金利を勘案して利率を決定しております。
⑵　価格その他の取引条件については、市場実勢を勘案し、交渉の上で決定しております。
⑶　配当金の受取については、子会社の株主総会等の機関決定された金額によっております。
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１株当たり純資産額 921円82銭
１株当たり当期純利益 81円52銭

当期純利益（百万円） 1,283
普通株主に帰属しない金額（百万円） －
普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,283
普通株式の期中平均株式数（千株） 15,749

１０．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）役員向け株式交付信託が保有する当社株式223千株を「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式
総数から控除する自己株式に含めております。
また、「１株当たり当期純利益」の算定上、当該株式234千株は、期中平均株式数の計算において控除す
る自己株式に含めております。

１１．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

◎当計算書類に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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